
石綿障害予防規則等の一部改正について

はじめに
　石綿は、平成18年（2006年）9月から輸
入、製造、使用等が全面的に禁止されています
が、それ以前に着工した建築物・工作物・船舶
は、石綿が使用されている可能性が高く、解体
工事・改修工事で飛散した石綿の粉じんを吸い
込むと、肺がんや中皮腫を発症するおそれがあ
ります。さらに、建築物の耐用年数から機械的
に推計すると、国内での石綿使用可能性のある
建築物の解体棟数は今後増加し、2030年頃に
ピークを迎えることになります（図1）。
　このようなことから、厚生労働省では、建築
物の解体・改修作業における労働者の石綿ばく
露防止対策のさらなる充実・強化を図るため、
令和2年（2020年）7月1日に石綿障害予防規

則（平成17年（2005年）厚生労働省令第21
号）等の一部を改正し、関連告示を7月27日に
公布しました。本稿では、改正の概要と施行時
期について解説します。

石綿障害予防規則の改正の概要
1 解体・改修工事開始前の調査
1）事前調査方法の明確化
　建築物・工作物・船舶の解体・改修の作業を
行うときに義務づけられている、石綿等の使用
の有無の調査（事前調査）に関して、全ての材
料について、設計図書等の文書がない場合を除
き、設計図書等の文書を確認するとともに、目
視による確認をしなければなりません。ただ
し、構造上目視が困難な場合は、目視が可能と
なったときに、事前調査を行わなければならな
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図1：石綿使用建築物の解体棟数の推移（推計）
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いとしています。
　また、対象物が表1のいずれかに該当する場
合は、表1の調査方法によることとします。

2）�分析調査を不要とする規定の吹付け材への
適用

　事前調査を行ったにもかかわらず、石綿等の
使用の有無が明らかにならなかった場合は、分
析による調査を行うことが義務となっています
が、石綿等が使用されているものとみなして、
労働安全衛生法令に基づく措置を講じれば、分
析による調査は行わなくてもよいとする規定
が、吹付け材についても適用されます。

3）事前調査・分析調査を行う者の要件新設
　①建築物の事前調査は、適切に事前調査を実
施するために必要な知識を有する者として、厚
生労働大臣が定めるもの（a又はb）に行わせ
なければなりません。

a　�建築物（一戸建ての住宅及び共同住宅の住
戸の内部を除く）

　建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（以
下「登録規程」といいます。）に規定する一般
建築物石綿含有建材調査者、特定建築物石綿含
有建材調査者又はこれらの者と同等以上の能力
を有すると認められる者

b　一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部

　上記aの者又は登録規程に規定する一戸建て
等石綿含有建材調査者

　②分析調査は、適切に分析調査を実施するた
めに必要な知識及び技能を有する者として、厚
生労働大臣が定めるものに行わせなければなり
ません。
　厚生労働大臣が定める者は、以下のaからc
までに関する所定の学科講習及び分析の実施方
法に関する所定の実技講習を受講し、終了考査
に合格した者又は同等以上の知識及び技能を有
すると認められる者とします。
　
a　分析の意義及び関係法令（0.75時間）
b　�鉱物及び石綿含有材料等に関する基礎知識
（3時間）

c　�分析方法の原理と分析機器の取扱方法（3
時間）

4）事前調査及び分析調査結果の記録等
　事前調査又は分析調査を行ったときは、以下
の事項の記録を作成し、写しを作業場に備え付
けるとともに、調査を終了した日から3年間保
存しなければなりません。

・�事業者の名称、住所及び電話番号、解体等の
作業を行う作業場所の住所、工事の名称及び
概要

・�調査終了日、調査対象の建築物等の着工日

過去に行った定期点検や定期修理等の記録などですでに改正後の石綿則で求める
事前調査に相当する事前調査が行われている建築物・工作物・船舶
シップリサイクル法に基づく有害物質一覧表確認証書（又は相当する証書）の交
付を受けている船舶
平成18年9月1日以降に着工した建築物・工作物・船舶（日本国内で着工したも
のに限る）又は同日以降に輸入された船舶
平成18年9月1日以降に着工された工作物又は潜水艦であって、平成18年9月1日
以降も製造・使用等の禁止が猶予されていたガスケット又はグランドパッキン
が、禁止日以降に設置されたもの

当該相当する調査の結果の記
録を確認
有害物質一覧表を確認

当該着工日等を設計図書等で
確認
当該ガスケット又はグランド
パッキンの設置日を設計図書
等で確認

対象物 調査方法

表1：対象物と調査方法
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等、調査を行った建築物、工作物又は船舶の
構造
・�事前調査を行った部分（分析調査を行った場
合は、分析のための試料を採取した場所を含
みます）
・�事前調査の方法（分析調査を行った場合は、
分析調査の方法を含みます）
・�事前調査を行った部分における材料ごとの石
綿等の使用の有無（石綿等が使用されている
ものとみなした場合は、その旨を含みます）
及び石綿等が使用されていないと判断した材
料は、その判断の根拠
・目視による確認が困難な材料の有無及び場所

2 解体・改修工事開始前の届出の拡大・新設
1）計画届の対象拡大
　改正前においては、作業届の対象としていた
以下の仕事について、新たに労働安全衛生法第
88条第3項に基づく計画届の対象とします。

①�耐火建築物・準耐火建築物に吹き付けられて
いる石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業を
行う仕事
②�耐火建築物・準耐火建築物以外の建築物、工
作物、船舶に吹き付けられている石綿等の除
去、封じ込め又は囲い込みの作業を行う仕事
③�建築物、工作物、船舶に張り付けられている
石綿含有保温材等の除去、封じ込め又は囲い
込みの作業を行う仕事

2）�解体・改修工事に係る事前調査結果等の届
出制度の新設

　以下のいずれかの工事を行おうとするとき
は、あらかじめ、電子届により、事前調査の結
果等を労働基準監督署に届け出なければなりま
せん。

＜届出が必要な工事＞
①�解体工事部分の床面積の合計が80m2以上の

建築物の解体工事
②�請負金額が100万円以上である特定の工作物
の解体工事

③�請負金額が100万円以上である建築物又は特
定の工作物の改修工事

＜届出事項＞
・�事業者の名称、住所及び電話番号、解体等の
作業を行う作業場所の住所、工事の名称及び
概要、調査終了日

・工事の実施時期
・�上記の①の工事の場合は床面積の合計、上記
②又は③の工事の場合は請負代金の額

・�建築物、工作物又は船舶の構造、調査部分、
調査方法、石綿等の使用の有無（無の場合の
判断根拠）の概要

・�作業の種類、切断等の作業の有無、作業時の
措置

・�調査を行った者の氏名・証明書類の概要（建
築物の場合に限ります）

・�石綿作業主任者の氏名（石綿等が使用されて
いる場合に限ります）

＜留意事項＞
・�解体工事又は改修工事を、同一の事業者が2
以上の契約に分割して請け負う場合は、これ
を1の契約で請け負ったものとみなして適用
します。

・�同一工事を複数事業者が請け負っている場合
は、元請事業者がまとめて届け出なければな
りません。

3 負圧隔離を要する作業に係る措置の強化
・�吹付石綿、石綿含有保温材等の除去等の作業
を行う場合に義務づけられている措置のう
ち、隔離空間に係る集じん・排気装置の点検
や負圧の点検については、以下の点検が追加
されます。

ト
ピ
ッ
ク
ス

42   2021



①集じん・排気装置の点検
　集じん・排気装置の設置場所を変更したと
き、その他集じん・排気装置に変更を加えたと
きは、排気口からの石綿等の粉じんの漏えいの
有無を点検しなければなりません。
②負圧の点検
　作業を中断したときは、前室が負圧に保たれ
ていることを点検しなければなりません。

・�石綿等に関する知識を有する者が石綿等の除
去が完了したことを確認したあとでなけれ
ば、隔離を解いてはなりません。

4 隔離（負圧は不要）を要する作業に係る措置の新設
1）�けい酸カルシウム板第1種を切断等する場
合の措置の新設

　石綿含有成形品のうち、けい酸カルシウム板
第1種を切断等の方法により除去作業を行うと
きは、作業場所をビニルシート等で隔離し、常
時湿潤な状態に保たなければなりません。

2）�仕上げ塗材を電動工具を使用して除去する
場合の措置の新設

　石綿含有仕上げ塗材について、電動工具を用
いて除去する作業を行うときは、作業場所をビ
ニルシート等で隔離し、常時湿潤な状態に保た
なければなりません。
　改正前の石綿障害予防規則においては、吹付
工法で施工された石綿含有仕上げ塗材は、吹き
付けられた石綿と位置づけられ、その除去作業
は、石綿則第6条の適用をうけ、負圧隔離等の
措置が求められていました。しかしながら、今
般の見直しに係る検討を踏まえ、施工方法が、
吹付工法であっても吹付工法でなくても、その
工法によらず、石綿含有仕上げ塗材を除去する
時の石綿等の粉じんの飛散性に差はなく、ま
た、レベル1，2材料と比べて飛散性が高くな
いことから、吹付石綿等やレベル2材料には位
置づけないこととし、石綿則第6条等の規定の

対象から外しました。これに伴い、石綿含有仕
上げ塗材の除去作業（電動工具で除去する場合
を除きます）については、石綿則第13条で規
定される石綿等の切断等の作業に係る措置（い
わゆるレベル3相当の措置）の対象となります。

5 その他の作業に係る措置の強化
1）�石綿含有成形品に対する措置の強化（切断
等の原則禁止）

　石綿含有成形品を除去する作業においては、
技術上困難なときを除き、切断等以外の方法に
より作業を実施しなければなりません。

2）�湿潤な状態にすることが困難な場合の措置
の強化

　石綿等を湿潤な状態にすることが著しく困難
な場合について、除じん性能を有する電動工具
を用いる等、石綿の発散を抑制する措置を講じ
るよう努めなければなりません。

6 作業の記録
1）労働者ごとの作業の記録項目の追加
　石綿等の取扱い作業に従事する労働者につい
て、作業に従事しないこととなった日から40
年間の保存が義務づけられている記録の項目と
して、事前調査の結果の概要及び作業の実施状
況の記録の概要を加えます。

2）作業実施状況の写真等による記録の義務化
　石綿等が使用されている建築物、工作物又は
船舶の解体・改修作業を行ったときは、作業計
画に基づく作業の実施状況を写真等により記録
するとともに、従事労働者の氏名、従事期間等
を記録し、3年間保存しなければなりません。

7 発注者による事前調査・作業状況の記録に対する配慮
　建築物、工作物又は船舶の解体・改修作業を
行う仕事の発注者は、当該仕事の請負人による
事前調査及び作業の実施状況の写真等による記
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録が適切に行われるように配慮しなければなり
ません。
　図2は、以上の改正のポイントを示していま
す。

施行時期について
　前述した1〜7までの改正事項の施行時期に
ついては、図3のとおり、改正事項ごとで異な
り、4段階に分けて施行する予定としています
ので、ご留意ください。また、今般の改正で新
設する事前調査結果の届出については、事業者
にとって簡易に届出ができるよう、令和4年

（2022年）4月の施行までに、電子的な届出シ
ステムを整備することとしていますので、ご活
用ください。事業者の皆様には、石綿ばく露防
止対策を徹底いただき、労働者の健康を守るた
め、適切な措置の実施を講じていただきたいと
考えております。
　なお、「石綿障害予防規則」の改正に伴い、
新たに石綿障害予防に関するポータルサイトを
開設しましたので、以下のHPをご参照くださ
い。
　［石綿総合情報ポータルサイト］　
URL�http://www.ishiwata.mhlw.go.jp

図2：石綿障害予防規則等の改正のポイント
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スレート、Pタイル、
けい酸カルシウム板第1種等
その他石綿含有建材

レベル１
石綿含有吹付け材

レベル2
石綿含有保温材、
耐火被覆材、断熱材

けい酸カルシウム板
第1種※２（破砕時）

仕上げ塗材（電動工
具での除去時）

レベル3
スレート、Pタイル等

その他石綿含有建材

※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板第１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

ト
ピ
ッ
ク
ス

44   2021



図3：改正事項毎の施行時期
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